
第9章  フィリピン

この報告書で取り上げた他の国々と違い、フィリピンは、この20年間に経済の停滞を幾度か経験した。経済成長も、日本を除く他国と比べてかなり遅いペースである。表9.1で見られるように、経済成長率は7％を超えることなく、1983～85年、91～92年、98年には、2％にも達しなかった。これまでの停滞には、幾つかの共通した要因がある。第一の要因として、国際収支と外貨準備をうまくコントロールできなかったことが挙げられる。このことは、低成長期における通貨ペソの大幅な減価からも明らかである。ペソは、1982年の1米ドルあたり8.5ペソから86年に20.4ペソ、そして、89年の21.7ペソから93年の27.1ペソ、そしてついに、96年の26.2ペソから98年には40.9ペソまで減価した。第二の要因は、農業部門の低成長であり、それは天候の影響を強く受けている。農業部門の成長率は1983～85年には、-3.5～-0.9％、91～92年には、0.4～1.4％の成長しかない。そして、1998年には-7.1％のマイナス成長となった（Asian Development Bank, 1999c）。この年のマイナス成長は、主に干ばつを引き起こしたエルニーニョ現象によるものである。しかし、農業生産は1999年の第1～第3四半期に、1998年の同時期と比べて6.3％増加し回復した（Philippines, National Statistical Coordination Board, 1999b）。第三の要因は、政治の混乱である。最初の経済の失速はマルコス政権の後期に始まり、1989年のクーデター未遂事件とアキノ政権の終結時に再び経済は失速した。第四の要因は、国際通貨基金（IMF）がフィリピンの債務危機とその余波への対処に手助けしようと、同国の経済に深く関わるようになったことである。しかし、経済の停滞を止めることができず、その後も長い間フィリピン経済を監視することになった。この同国での失敗から、IMFが実行してきた計画は批判の的になった。しかし、このような批判は、真剣に捉えるにはあまりにも単純にも思える。
その後、1997年にアジア金融危機が起こるが、フィリピンにとっては、目新しい経済危機ではなかった。それに、1990年代初頭に経験した経済困難とIMFによる管理経済運営により、フィリピンは、他の東南アジアの国々よりも、1998年の経済は好調であった。このことは、インドネシア、韓国、マレーシア、タイ等、1998年により深刻な打撃を受けた経済と比べて、フィリピン経済は緩やかな減速で済んだことでわかる。しかし、1999年の経済回復は、韓国、マレーシア、タイほど顕著ではないようだ。表9.1では、表1.2でまとめた平均予測値である3.0％の成長率を想定して、推計値を計算している。2000年以降の予測も、4％台の比較的低い成長率である。

  この報告書で最貧国に分類されるフィリピンでは、この20年の間に比較的低い経済成長と高い人口増加があった。このため、同国ではこの先、高度経済成長が求められる。同国では、他のアジア諸国が経験したような生活水準の向上が見られない。実際、一人あたり実質GDPは、1980～83年において最も高い水準にあった。単純に言って、現在より20年前のほうが、生活レベルが上だったことになる。最近では主に外国で働くフィリピン人からの送金のため、一人あたり実質GNPはGDPより多くなる。しかし、一人あたり実質GNPは1981～82年のほうがそれ以降よりも高い。米ドル表示や国際ドル表示の一人あたり名目GDPは確かに増加しているが、ほんの少しに過ぎない。しかし、乳児死亡者数と出生時平均余命では、少し改善が見られ、非識字率と中等教育就学率では、大きな改善が見られた。つまり、一人あたりの所得で見ると生活水準の改善は見られないが、違うデータを使えば、進歩が読みとれる。

  この20年間には、経済成長が遅いという事実と合わせて、経済構造の変化も他の東南アジア諸国のようには起こらなかった。農業に従事する就業者の割合は、1980～83年における52％から、1997～98年には40％に減少した（表9.1）。主にサービス業であるその他産業において、就業者の割合が増加している。製造業では、この20年間、9～11％の水準を維持している。GNPを生産面から見ると、農業は、1980年の対GDP比25％から、98年には17％まで減少している。製造業も同様に、1980～82年の25～26％から、1994～98年には22～23％に落ち込んでいる。その他産業は安定したシェアを維持している。

GNPを支出面から見ると、民間消費支出の割合は、1980～83年の64～65％から、90年代では70％と増加している（表9.1）。政府支出と合わせると、全体の消費のシェアが1992年以来85％以上になる。これらの消費の割合が1999年にわずかに落ちる可能性が高いが、この消費割合の大きさは、好調な消費の成長が経済全体の成長にとって極めて重大であることを意味する。相応して、消費の比較的強い成長が1999年の経済回復のために大きく貢献した。それと対照的に、総固定資本形成の対GDP比が1980～83年の27～30％から1998年には21％まで減少した。その割合は、フィリピン経済に対する投資家の信頼がなかなか回復しないことを反映して、1999年には20％以下まで縮小すると予測されている。実際、実質ベースでみると、総固定資本形成が1999年の第1～第3四半期では98年の同時期と比べて、3.5％減少している（Philippines, National Statistical Coordination Board, 1999b）。あらゆるタイプの投資は、特に耐久投資財と建設において、1999年の第1～第3四半期に減少している。

以前からフィリピンは、財政・金融政策に関して困難に直面していた。その困難さを示す指標として、同国が幾度か経験した高いインフレ率がある。例えば、1983～85年に14～53％、90～91年には13～16％のインフレーションを経験している（表9.1）。もう一つの指標は、1984～85年と90～91年に20％を超えた、高い金利である。先の金融危機のため、1997年の6％から98年には約11％までインフレ率が急上昇した。表9.1でインフレ率は、表1.2での平均値をわずかに上回る、およそ8％まで下がると想定している。インフレ率は2000年にはもう少し和らぐと予測される。インフレ率の下落に合わせて、金利は1997～98年の16％強から、1999年には10％まで下落すると予測されている。金融政策の困難さを示す別の指標として、通貨ペソの減価傾向がある。しかしペソは、アジア金融危機直後には下落したが、1998～99年には安定している。 

  金融政策での困難は、財政政策における困難と密接な関係がある。例えば、政府の財政赤字はかなり大きい。1981～82年、86年、88年、それに90年には、GDPの3％を超える規模の財政赤字があった（表9.1）。この膨大な赤字が生じた後、インフレ率が上昇した。それは、その赤字の金策として中央銀行（BSP）がマネーサプライを増やしたためである。90年代半ばでは、わずかの財政黒字になっていたが、1997年以降は、再び巨額な赤字に陥っている。アジア金融危機による景気停滞がその原因の一つである。景気低迷によって、財政収入の成長が減速し、財政刺激策の必要性も生まれた。もう1つの要因は、1998年7月に誕生したエストラダ大統領政権が財政支出の拡大を推し進めたことだ。1999年の1～10月期の収入と支出の成長率を考慮すると、財政赤字はGDPの約5％まで増えそうである。2000年には、IMFや日本などの援助を受けて、政府は支出、特に公共投資の拡張を続けることを計画している。

  国際収支においても、フィリピンは大きな問題を抱えていた。1982～83年と90年には、経常収支赤字がGDPの6％を超える規模になった（表9.2）。それに合わせて、外貨準備も、1982～85年と90年に、輸入額の1ヵ月分にも満たない水準まで減少した。対外債務は、1983～88年と98年にGDPの70％を超える非常に高いレベルにまで達した。経常収支は、アジア金融危機直前の1996～97年を含むその他の時期でも、GDPの5％に相当する規模の赤字があった。これは、アジア金融危機直後、ペソに売り圧力がかかった原因でもある。1998年に経常収支は著しく改善され、GDPの2％に相当する経常黒字が記録された。もし1999年の第1～第3四半期の経常収支を構成する各項目の成長率を1年間の推定値とするなら、経常黒字はGDPの9％以上にまで拡大するだろう。この黒字への転換は、輸入の減少が主な原因である。それは1998年に劇的に減少し、そして1999年にも非常に低いままでいると推定されている。結果として、通常大きい赤字であった貿易収支は1998年にほとんどバランスがとれており、1999年にはわずかだが黒字に変わる可能性が高い。また、同国では常にサービス収支、最近では、所得収支でも黒字になっている。海外出稼ぎフィリピン人の多額な送金は、1997年まで所得の受取増加に大きく貢献していた。しかしアジア金融危機の後は、アジア諸国で働くフィリピン人が影響を受け、1998年に所得の受取は減少した。

投資収支に目を向けると、1997年まであらゆる項目において資本流入の増加が見られる。対内証券投資とその他対内投資（主に海外銀行からの貸付）は、1994～96年に特に高い水準に達した。これらの資本流入の増加は、1996年と97年に短期債務と長期の民間負債を急速に増加させた。金融危機の後、これらの資金の流れは逆流し、1998年に対内証券投資とその他対内投資は、外国の投資家と銀行が資金を引き上げたため、マイナスになった。それにもかかわらず、1998年での対内証券投資の累積額が外貨準備高より大きいことは注目すべきであろう。もし外国投資家の間でより信頼が低下していたら、フィリピンはより大量の資金流失による影響を受けたであろう。それと対照的に、対内直接投資は、1998年に最高の17億ドルに達した。これはタイや韓国で見られたパターンと似ていて、銀行や証券投資家と違い、海外の多国籍企業は、フィリピンに有益な投資機会があると信じ続けていることを示している。

フィリピンは、他のアジア諸国と違い、アジア金融危機後でも輸出を伸ばす事ができた。財貨の輸出は1997年に23％、98年に17％、そして99年の第1～第3四半期に17％成長した（表9.2）。輸出は近年急速に増加し、その構造も大きく変化している。その構造変化は、先に指摘した生産と雇用の構造における乏しい変化と著しく対照的である。農作物の輸出額の対輸出総額比は、80年代初頭の約3分の1から、1996年には10％以下、98年では7％以下まで縮小している。1999年の第1～第3四半期のデータから考慮すると99年にはさらに農作物の輸出割合は減少するかもしれない。しかし農業生産は第4四半期に最も大きくなるので、減少幅はそれほど大きくないかもしれない（Philippines, National Statistical Coordination Board, 1999b）。同じように、原材料の輸出もまた、1979年の約4分の1から1996～98年の1～2％程まで大きく減少している。これからも、同国が第1次産品輸出への依存体質から抜け出たことがわかる。それに対して、機械製品の輸出が、1980年の2％から97～98年には28～30％まで急激にシェアを拡大したことが表9.2からわかる。主な機械製品として通信・その他電気機器があるが、事務・電算機器も最近急激に成長している。その他製品の割合も同様に80年代に増加し、1998年に11％まで減少する以前は、1990年に26％にも達していた。

さて、アジア開発銀行（1998, 1999c）の推定に基づく表9.2のデータが、機械製品輸出のシェアを大きく過小評価し、その他製品のシェアもいくぶん過小評価していることに注意する必要がある。これはフィリピン輸出品目の標準SITC分類（例えば、Asian Development Bank, 1998, 1999c; Statistics Canada, 1999; United Nations Statistics Division, various years）では、輸出の大部分を特殊取扱品・再輸出として扱っているためである。例えば、1998年にこのカテゴリーのシェアは50％以上であった（表9.2）。同国が報告している別の品目分類（例えば、Philippines, National Statistics Office, 1999a）によると、実際には大部分が機械製品とその他製品が占め、再輸出はほんの少しである（1987～97年には、全輸出の1～3％のみ）。例えば、同国の推計では、1997年で、電子・電気機器とその部品、通信機器のシェアを52％とし、その他機械製品と輸送用機器では、11％としている。言い換えれば、もし特殊取扱品が含まれるなら、機械製品のシェアが1987年に21％以上から、97年に少なくとも63％に増加した。これらのシェアは、表9.2で示されているよりも、2倍以上に相当する。しかし両方のデータに共通するのは、機械製品のシェアが近年急速に増加したことである。もう1つの例が繊維・衣類・履き物等のシェアで、同国の発表によると1997年に11％と87年に21％である。表9.2で示しているこれらの製品（革製品も含む）のシェアは同国のデータの半分ほどである。しかしシェアの長期の傾向は似ている。

最近では特殊取扱品のシェアは輸入でも大きく、全体の16～20％を占める。このカテゴリー以外では、機械製品とその他製品が常に最大の輸入品である（表9.2）。輸入でも、通信・その他電気機器が、組み立てのために輸入され最終商品として輸出される多くの部品を含めて、大きいシェアを持つ。しかし輸出面で、この報告書で使用するアジア開発銀行のデータのような標準SITC分類が大量の機械製品を特殊取扱品として扱っているように思われる。例えば、同国のNational Statistics Office（1998）は、表9.2での通信・その他電気機器のカテゴリーに相当するエレクトロニクスのシェアが、1997年に34％であり、表9.2と比べると約2倍に相当すると報告している。事務・電算機器の急速な増加に伴い、部品の需要が増大しているのだろう。鉱物性燃料の輸入も80年代初期には輸入のかなり大きいシェアを持っていた。しかし原油価格の下落により、このシェアは1986年以降、減少している。

かつてから米国は、フィリピンにとって最大の輸出市場であった。その輸出総額に占める割合は、1980～82年に28～32％、83～95年に36～40％、96～98年には34～35％である（表9.3）。日本も、1983年以来14～20％のシェアを占める、重要な輸出相手である。欧州も15～20％のシェアを有し、重要な地域である。アジアでは、香港、台湾、マレーシアとシンガポールのシェアが近年増加し、1998年にそれぞれ4～6％に達した。日本、米国、欧州は、主要な輸出市場であることに加えて、商品輸入の主要な源でもあった。日本と米国のシェアが15～25％の範囲で揺れ動き、欧州のシェアは10～13％より少し小さい傾向があった。また、中国、香港、韓国、台湾とシンガポールのシェアは近年著しく増加し、1998年に4～7％に達した。

数年に渡って直面した深刻な経済問題もあって、フィリピンは1980～97年の間に220億ドルにもなる比較的大きな公的資金流入（純額）を受けた（表9.3）。この流入額は、最近長期にわたって変動し、1995～96年の10億ドル以下に減少する以前では、1990年と92～93年に年間20億ドル以上でピークに達した。1997年には12億ドルに再び回復して、金融危機に伴う援助国からの資金供与増によって、1998年にはさらに増加したようである。1980～97年に最も多額の公的資金援助をもたらしたのは、日本（44％）、多国間援助（27％）、米国（13％）と欧州（11％）であった。80年代と90年代の間に、日本のシェアは36％から51％に増加した。欧州のシェアも増加した（9％から13％）が、多国間援助（33％から22％）と米国（19％から9％）のシェアは縮小した。

海外からの銀行借入残高は、同国では比較的小さく、1997年の200億ドルをピークに98年には160億ドルまで減少した。欧州の銀行から最も多く借り入れていて、そのシェアは、近年全体の2分の1を超えるほどに増加している。過去には、米国の銀行からの借入残高は、1994～95年には3分の1を超えて、フィリピンがアジアで最も米国銀行からの借入に依存していたが、1997年までにこのシェアは半分に縮小した。

1995～98年には、日本はフィリピンに対して経常収支が黒字になっている（表9.4）。これは、貿易収支の黒字によるものである。サービス収支は通常、赤字である。所得収支では、主に証券投資収益やその他の投資収益のため、黒字が続いている。日本で働くフィリピン労働者の仕送りは、他の取り引きと比べ小さい。投資収支では、日本からの直接投資がかなり大きい。日本からの証券投資は1996年には大きかったが、その他の年では少ない。その他投資（主に貸付）は、1997年までは大きいが、98年にはかなり小さくなる。興味深いことに、この時期、証券投資の負債項目、特に債券の負債において日本からフィリピンへの多額の資金流入がみられる。これはフィリピンの居住者が日本での証券投資を本国へ引き上げていたことを示す。商品別に貿易の内訳を見ると、日本からフィリピンへの輸出は、主に機械製品に集中している。そのシェアは1997年には74％にもなる。この品目の中でも、事務・電算機器と通信・その他電気機器の輸出が1993～97年に急速に成長した。最近では、フィリピンからの日本の輸入でも、機械製品が多くなった。1993年では、まだ農作物のシェアが大きく、機械製品は21％ほどしかなかったが、97年では、総輸入に対する割合は60％になっている。
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